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    まちづくり誘導手法の代表的な事例について、導入の経緯、合意形成の方法、制度活用

の実績・効果、運用基準や計画の具体的な内容等を紹介します。 

 

 

表 5-1 事例紹介で取り上げた事例 

事例名称 活用手法 取り組みの特徴等 掲載頁 

１：品川区戸越一丁目

地区 

街並み誘導型地区計画 まちづくり懇談会との協働で、狭

小敷地の建替え促進を目指す 
5-2 

２：大阪市建ぺい率許

可制度 

建ぺい率特例許可 壁面線の指定を使った小単位で

の建ぺい率特例許可 
5-4 

３：東京都中央区月島

地区 

三項道路 

街並み誘導型地区計画 

一団地認定から三項道路への変

更 
5-6 

４：京都市東山区祇園

町南側地区 

三項道路 

街並み誘導型地区計画 

歴史的街並みの保存、４３条の２

条例の活用 
5-8 

５：京都市袋路再生 連担建築物設計制度 喉元敷地を含めない区域設定 
5-10 

６：大阪市法善寺横丁 連担建築物設計制度 外壁間距離２.７ｍの連担制度 
5-12 

７：荒川区近隣まちづ

くり推進制度 

連担建築物設計制度 近隣まちづくり推進計画の策定

により円滑な運用を図る 
5-14 

８：中野区南台一・二

丁目地区     

防災街区整備地区計画 広域避難場所への避難路となる

幅員６ｍの区画道路を新設整備 
5-18 

９：足立区関原一丁目

地区 

防災街区整備地区計画 

用途別容積型地区計画 

多数の特定地区防災施設の指定、

用途別容積型地区計画の活用 
5-20 
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戸越一丁目 

戸越ニ丁目 

戸越台中学

都営線 
戸越駅 

戸越銀座駅

Ｎ 位置図

○活用している制度名称： 

・街並み誘導型地区計画/・住宅市街地総合整備事業 

○地区面積：約 23.0ha 

○決定年月：平成 14 年 6 月（変更：15 年 9 月/17 年 10 月）

○担当課 ：品川区まちづくり事業部都市開発課 

事例１：品川区戸越一丁目地区 

背景・経緯 ・平成５年度から住宅市街地総合整備事業を開始。以来、都市再生住宅、公園、広

場、道路拡幅整備などを進めてきた。 

・地区は４ｍ未満の細街路と狭小敷地が数多く存在し、４ｍ未満の細街路に面する

狭小敷地では、二項道路拡幅、道路斜線制限、前面道路幅員に基づく容積率制限

等により従前床面積の確保が難しいことから建替えが停滞していた。 

・当初のまちづくり懇談会が、平成 10 年度のメンバー交替、都市再生機構（旧都

市基盤整備公団）との事業協力の開始に伴い、まちづくりへの関心、参加が活発

化してきたなかで、建替え促進策が検討された。 

・防災街区整備地区計画との比較検討を経て、街並み誘導型地区計画が提案された。 

・地区計画施行後は年間建替え率が増加した。（地区整備計画の当初決定地区で４年

以上建替え数が０だったのが、決定後、２年間で４件の建替えがあった。） 

・地元権利者の意向のもと順次、地区計画区域および整備計画区域の拡大が図られ

た。（15 年 9 月/17 年 10 月） 

検討体制 
○庁内の体制：適宜、関係部署（建築課、都市計画課等）との会議を開催し、情報

交換、協議、調整を行った。 

○地元住民：まちづくり懇談会（17 名、概ね月１回の開催） 

合意形成の

手法 

①まちづくり懇談会で地区計画素案を作成 

②地区全域を対象に地区計画ニュースを配布 

③地区全域を対象に意見交換会を実施 

④地区計画の法定手続きに基づく説明会を実施 

・建替えおよび細街路拡幅整備にとって大きな支障となっている「現行の建築規制

をどうにかできないか。」との問題提起がまちづくり懇談会で出された。 

・まちづくり懇談会で道路斜線制限、高度地区の北側斜線制限、前面道路幅員容積

率制限の撤廃、緩和が大きな課題となった。これに対して、街並み誘導型地区計

画で道路斜線制限と前面道路幅員容積率制限を適用除外としたほか、高度地区の

北側斜線制限を外して絶対高さ制限のみの高度地区に変更するとともに、北側の

敷地に配慮して、地区整備計画に真北の隣地境界線から０.５ｍ以上の壁面後退

距離を定めた。 

・比較検討した防災街区整備地区計画については、道路幅員の原則６ｍ、構造制限、

間口率制限の適用と当地区の土地利用等特性との不整合性が問題提起された。 

・地元との意見交換会を区およびまちづくり懇談会の共催とすると共に、交換会で

は懇談会委員が積極的に発言、対応にあたった。

制度導入の 

ポイント 

実績・効果 

・住宅市街地総合整備事業の推進事業費から、コンサルタントの委託費を出した。

（８年間で、124,828 千円。事業に関連する一連の検討費用を含む） 
外部委託 
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戸越一丁目地区地区計画（概要） 

面積 
地区面積：１５.０ha 
地区整備計画区域：４.１ha 

  規制内容 検討内容、規制値の根拠 

用途 ・風営法関連、ホテル、旅館等の禁止 ・風紀の悪化を防止する 

容 積 率 の 最
高限度 

・２００％、３００％、５００％ ・都市計画の指定容積率とする 

敷 地 面 積 の
最低限度 

・６０㎡ ・区開発環境指導要綱の基準より引用 

・狭小敷地の分布実態約３割より決定 

壁 面 の 位 置
の制限 

・道路境界線から０.５ｍ（高さ２.５ｍ以上
にある簡易な庇、戸袋等は可） 

・真北の隣地境界線から０.５ｍ 

・既定の建ぺい率、地区の実情を勘案した 

・住居系地区に真北制限を設定 

工 作 物 の 設
置の制限 

・街並み景観の美化に資するプランターボッ
クス等、容易に移動できる物は可 

 

高 さ の 最 高
限度 

・１０ｍ、１２ｍ ・既定規制での容積率限度の確保および模

型を使ったケーススタディより算定した 

地
区
整
備
計
画
の
概
要 

垣、さく ・生垣又は透視可能なフェンス ・緑化と地域への開放性を求めた 

備 考 

・区域の設定にあたっては、地元の熱意、意向をもとに同意できるところから順次拡大
していく方針で進めた。現在までに２回の区域拡大をしている。 

・地区計画の届出審査、建築制限条例、認定基準の審査にあたっては、各担当部署との
審査上の統一、調整にかなりの労力、時間を費やした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 地区計画図 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-1 街並み誘導型地区計画の認定を受けて建替わった建物 

 

  




